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当社完全子会社（株式会社ファイントレーディング）の吸収合併 
（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、平成27年７月１日を効力発生日（予定）として、下記のとお

り、当社の完全子会社でありファッション通販事業を展開する株式会社ファイントレーディングを吸収

合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示

しています。 

 

記 

１．合併の目的 

当社は、経営効率化及び楽天市場におけるファッションジャンルのサービス向上を一層図るため、

本合併を行います。 

 

２．合併の要旨 

(１)  合併の日程 

合併決議取締役会     平成27年５月21日 

合併契約締結日      平成27年５月21日 

合併の予定日（効力発生日）  平成27年７月１日 

(注１) 当社においては、会社法第796条第２項に定める簡易合併の規定により、株主総会の承

認を得ることなく合併を行います。 

(注２) 株式会社ファイントレーディングにおいては、会社法第784条第１項に定める略式合併

の規定により、株主総会の承認を得ることなく合併を行います。 

 

(２)  合併方式  

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ファイントレーディングは解散いたします。  

 



 

(３)  合併比率 

完全子会社の吸収合併のため、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金

の支払いはありません。 

 

(４)  消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式会社ファイントレーディングは新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。  

 

３．合併当事会社の概要         

商 号 
楽天株式会社 

（吸収合併存続会社） 
（平成26年12月31日現在） 

株式会社ファイントレーディング 
（吸収合併消滅会社） 

 （平成26年12月31日現在） 

本 店 所 在 地 東京都品川区東品川四丁目12番3号 東京都品川区東品川四丁目12番3号 

代 表 者 代表取締役会長兼社長 三木谷浩史 代表取締役 高橋理人 

事 業 内 容 総合インターネット・サービス事業 ファッション通販事業 

資 本 金 111,601百万円 270百万円 

設 立 年 月 日 平成９年２月７日 平成12年３月23日 

発 行 済 株 式 総 数 1,328,603,400株 1,800株 

決 算 期 12月31日 12月31日 

大株主及び持株比率 

 

(合)クリムゾングループ 17.1％ 

三木谷 浩史 13.3％ 

三木谷 晴子 10.0％ 

 

(注)持株比率は、自己株式(6,008,089

株)を控除して計算しております。 

楽天(株) 100％ 

 



 

直前事業年度の財政状態及び経営成績  

 
楽天株式会社 

（連結・国際会計基準） 

決  算  期 平成26年12月期 

親会社の所有者に帰属する持分 421,562百万円 

資 産 合 計 3,680,695百万円 

１株当たり親会社所有者帰属持分 318.74円 

売 上 収 益 598,565百万円 

営 業 利 益 106,397百万円 

税 引 前 当 期 利 益 104,245百万円 

親会社の所有者に帰属する当期利益 70,614百万円 

親会社の所有者に帰属する基本的１
株 当 た り 当 期 利 益 

53.47円 

 

 
株式会社ファイントレーディング 

（個別・日本基準） 

決  算  期 平成26年12月期 

純 資 産 12百万円 

総 資 産 649百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 6,712.24円 

売 上 高 350百万円 

営 業 利 益 62百万円 

経 常 利 益 61百万円 

当 期 純 利 益 56百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 31,322.20円 

 

４．合併後の状況 

本合併における、当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期につ

いての変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

完全子会社との合併のため、本合併による当社グループの連結業績への影響は軽微であります。 

 

以  上 

 


